



















































出題分野 問題数 出題方式 配点 試時間
聴解 25 四者択一 100点 40分
読解 25 四者択一 100点 30分






























































最近の研究では、 °l口l琲 (2016)が注目される。この研究は、 2007年から 2015年ま
でのデータに基づき、試険の実情と課題を探ったものである。この研究においても前
出の2つの論文同様、試験の合格率が年度により大きく異なることが指摘されている。

















































































































次の図 lは、 EPS就労者 19名の模擬試験得点結果を個人別に表したものである。図 l
から分かるように、合格ラインの40％に達しなかったのはcだけであり、その cも72
点とあと一歩の得点であった。
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達しなかった者は 2名(cとj)であったが、 jは聴解試験で 48％の得点率であったため
EPS-TOPIKの合格ラインには達している。
表5模擬試験受験者の分野別得点数
受験者 聴解 読解 合計 受験者 聴解 読解 合計
a 96 64 160 k 72 68 140 
b 92 60 152 l 64 64 128 
C 36 36 72 m 88 72 160 
d 80 76 156 n 92 64 156 
e 100 80 180 
゜
80 68 148 
f 84 76 160 p 88 68 156 
g 100 76 176 q 96 80 176 
h 100 76 176 r 84 64 148 
i 100 84 184 s 80 80 160 

































では、韓国語の学習レベルを 1級から 6級までの6段階に区分しているが、 1級を最も入門的な段階









































































































































































































は、 日本における新しい技能実習制度に関するポジティブ ブな側面と これから起こ þÿ0Šþÿ0F
る問題を解決するための参考となる情報を与えてく þÿ0Œ0‹と言えよ う。 本硏究が 日本語
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